第１５章　賃金及び労働
概況
　昭和54年のわが国の経済は、堅調な個人消費の伸びが続くなかで設備、在庫投資の自律的拡大が加わり、民間需要中心の着実な拡大が続いた。労働経済の面でも、経済活動の活発化を反映して企業の求人が増加し、年後半「製造業」の雇用の回復がみられた。「製造業」では所定外労働時間の伸びが大きく、実労働時間は引き続き増加した。
　賃金は、春の賃金交渉における賃上げ率が前年とほぼ同じであったこと、企業収益の好調を反映して賞与の増加率が高まったことなどから年間を通じて安定的に上昇した。
一般賃金水準の動向
　54年の大阪府の平均賃金の動きを毎月勤労統計調査結果からみると、常用労働者１人平均月間現金給与総額は調査産業計で27万3,750円で前年に比べ6.1パーセントの増加となった。この推移を49年からみると、49年(25.8パーセント増)、50年(12.2パーセント増)、51年(11.9パーセント増)、52年(9.0パーセント増)、53年(7.7パーセント増)、54年(6.1パーセント増)となり、名目賃金の伸びは年々鈍化を示しているが、一方、実質賃金の伸びは、49年(1.2パーセント増)､50年(0.1パーセント増)、51年(2.2パーセント増)、52年(1.2パーセント増)、53年(3.4パーセント増)、54年(2.7パーセント増)となり、49年から52年までと比べ53年､54年と比較的安定した動きを示している。これは消費者物価の上昇率が49年の24.4パーセント増の高騰から年々下降を強め54年には3.3パーセント増にまで落ち着きを示したことによっている。
賃金格差と産業別平均賃金の動向
　事業所規模別に賃金の動きを１人平均月間現金給与総額でみると500人以上規模は30万8,689円で前年に比べ7.1パーセント増、100人から499人規模は27万6,325円で5.1パーセント増､30人から99人規模は25万2,411円で7.0パーセント増となり、伸びは100人から499人規模で前年より鈍化となったが、500人以上規模及び30人から99人規模はそれぞれ前年と同様の伸びを示した。この結果、500人以上規模を100とした規模間賃金格差は100人から499人規模が89.5と前年（91.9）より格差を拡大し、逆に30人から99人規模は81.8と前年（80.6）より格差を縮小した。
　つぎに産業別に現金給与総額をみると「電気・ガス・水道・熱供給業」が35万345円で最高となり、ついで「金融・保険業」（33万7,263円）、「不動産業」（29万1,572円）の順とつづき、最低は「卸売業・小売業」の25万3,084円となった。又、対前年比をみると「不動産業」が13.2パーセント増と最も大きな伸びを示し、ついで「製造業」（8.0パーセント増）、「金融・保険業」（7.8パーセント増）の順とつづき、最低は「運輸・通信業」（2.2パーセント増）となった。又、前年の伸びと比較すると、前年を上回った産業は「製造業」が2.0ポイントと最も大きくついで「建設業」（1.2ポイント）、「卸売業・小売業」（0.5ポイント）、「不動産業」（0.4ポイント）の4産業で、その他の産業は前年の伸びを下回った。
夏季・年末賞与の支給状況
　54年の夏季・年末賞与の支給状況をみると、１人平均支給額は夏季が37万1,492円で前年に比べ8.8パーセント増となり、前年の伸び(5.8パーセント増)を上回った。又、年末は44万8,967円で7.8パーセント増となり、前年の伸び(6.7パーセント増)を上回った。定期給与に対する支給割合は、夏季が1.66ヵ月分となり、前年(1.58ヵ月分)を0.08ヵ月分上回った。年末は2.03ヵ月分となり、前年(1.93ヵ月分)を0.10ヵ月分上回り、49年以来５年ぶりに２ヵ月分台を回復した。
労働時間の動向
　54年の平均月間総実労働時間数は172.6時間で前年に比べ0.4パーセント増と51年以降４年連続増加を示した。これを所定内労働時間と所定外労働時間とにわけてみると、所定内労働時間数は159.9時間で前年に比べ0.1パーセントの減少となったが、所定外労働時間数は12.7時間で前年に比べ7.5パーセントの増加となり51年以降では最も高い伸びを示した。
労働市場と雇用の動向
　府下の職業安定所の職業紹介状況をまとめた「労働市場概要」による新規求人数は54年度の月平均で2万3,993人と前年度比15.7パーセントの大幅な増加となった。一方、新規求職者数は前年度より減少傾向を示し、2万1,005人で前年度比11.2パーセントの減少となった。　この結果、新規求人倍率（新規求人数を新規求職者数で割る）は1.14倍となり、50年度に１倍台を割って以来５年ぶりに水面上に浮び上った。
　又、常用雇用の動きを50年平均を100とした常用雇用指数でみると、54年は91.5で前年に比べ2.0パーセントの減少となり、依然前年の水準を回復するに至っていないが、前年（2.4パーセント減）より、0.4ポイント減少幅を縮小した。これを産業別にみると、「サービス業」で1.5パーセント増、「電気・ガス・水道・熱供給業」で1.2パーセント増を示したが、他の産業はいずれも減少となった。なかでも生産活動と密接な関連をもつ「製造業」では2.5パーセントの減少となったが、前年（3.9パーセント減）より1.4ポイント減少幅を縮小している。さらに「製造業」を規模別にみると、100人から499人規模が0.9 パーセント減、ついで30人から99人規模が1.5パーセント減、500人以上規模が5.5パーセント減の順と依然500人以上規模での減少が大きいが、減少幅はいずれの規模でも前年より縮小しておりなかでも100人から499人規模が前年(3.8パーセント減）より2.9ポイントと最も大きな縮小を示し、ついで500人以上規模の0.8ポイント、30人から99人規模の0.1ポイントの順となった。
